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Ⅰ 調査の概要 

１ 調査の概要 

    この調査は、市内の民間事業所における労働環境の実態と動向を把握し、今後の労働行政の施策 

を展開していくための基礎資料を得ることを目的としている。 

２ 調査時点 

  平成２８年７月１日現在（ただし、年間データについては原則として平成２７年４月１日～平成 

２８年３月３１日を対象としている。） 

３ 調査対象 

  石狩市内に所在する民間事業所のうち、１，２９６社を対象とした。 

４ 調査項目 

（１） 全事業所対象 

① 事業所概要（労働組合、就業規則・雇用保険・労災保険・健康保険・年金保険の加入状況等） 

② 正規従業員数（業種・居住地・年齢・男女別、障がい者、外国人） 

③ 採用状況（正社員採用・採用予定） 

④ 道外からの人材について 

⑤ 新規学卒採用者（正社員）の離職状況 

⑥ 非正規従業員（雇用の有無、賃金、雇用状況、雇用理由、業務内容、就業規則、福利厚生等） 

（２）家族従業員状況（雇用の有無、従業員数） 

（３）国の給付金活用状況（活用の有無） 

（４） 従業員５名以上の事業所対象 

① 賃金・諸手当（基本給、初任給、家族手当、住宅手当、通勤手当、時間外手当、一時金等） 

② 定年・退職金制度（制度の有無等） 

③ 休日・休暇（週休二日制、祝祭日、各種休暇制度、年次有給休暇） 

④ 労働時間（所定労働時間、時間外労働時間、労働時間短縮のための取り組み） 

⑤ 福利厚生制度（制度の有無等） 

⑥ 就業援助制度（育児・子の看護・介護休業制度、事業所内保育施設の整備、女子再雇用等） 

⑦ 男女雇用機会均等法・男女共同参画等（セクシャルハラスメント防止対策等） 

（５）従業員５名以下の事業所対象 

  小規模事業者経営状況等（経営状況、経営課題、経営の情報入手方法） 

５ 調査方法 

  調査票を対象事業所に郵送し、返信用封筒により回収した。 

６ 調査票の回収状況 

  調査対象事業所１，２９６社のうち、３４．０％に当たる４４１社から回答を得た。 

抽出事業所数 対象外事業所数 実質対象事業所数 有効回答事業所数 回 答 率 

（郵送総数）Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｄ／Ｃ 

１，３２０社 ２４社 １，２９６社 ４４１社 ３４．０％ 

７ その他 

・ 構成比（％）については、小数点第２位を四捨五入しているため、構成比の合計は必ずしも 

１００％とはならない場合もある。 

・ データサンプルが少ないために、必ずしも平均値となっていない場合がある。 

・回答事業所が前年調査と異なるため単純比較はできない。 

 
－１－ 



合  　 計 0人～4人 5人～9人 10～29人 30～99人
100～
299人

300人
以上

441 225 79 94 38 5 0
(100.0%) (51.0%) (17.9%) (21.3%) (8.6%) (1.2%) (0.0%)

108 64 19 19 6 0 0
(24.5%) (14.5%) (4.3%) (4.3%) (1.4%) (0.0%) (0.0%)

70 16 13 29 11 1 0
(15.9%) (3.6%) (2.9%) (6.6%) (2.5%) (0.2%) (0.0%)

44 13 6 14 9 2 0
(10.0%) (2.9%) (1.4%) (3.2%) (2.0%) (0.5%) (0.0%)

5 2 2 1 0 0 0
(1.1%) (0.5%) (0.5%) (0.2%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

75 46 14 10 4 1 0
(17.0%) (10.4%) (3.2%) (2.3%) (0.9%) (0.2%) (0.0%)

111 67 22 14 7 1 0
(25.2%) (15.2%) (5.0%) (3.2%) (1.6%) (0.2%) (0.0%)

28 17 3 7 1 0 0
(6.3%) (3.9%) (0.7%) (1.6%) (0.2%) (0.0%) (0.0%)

保険・金融業

表１　産業別・規模別回答状況

運輸・通信業

製　造　業

建　設　業

総  　  計

その他

サービス業

卸・小売業
飲　食　店

【単位：事業所数，（　）内は全事業所中の構成比】

建設業

24.5%

製造業

15.9%

運輸・通信業

10.0%保険・金融業

1.1%

卸・小売業、飲食

店

17.0%

サービス業

25.2%

その他

6.3%

図1：産業別回答事業所数

0～4人

51.0%

5～9人

17.9%

10～29人

21.3%

30～99人

8.6%

100～299人

1.2% 300人～

0.0%

図2：規模別回答事業所数
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(1)労働組合の組織率（図3）

　

　

(2)就業規則の有無
　

(3)各種保険制度の加入状況およびその他の福利厚生（図4,5,6）

Ⅱ　調査結果の概要

  1　事業所の概要

労働組合「あり」は、有効回答のあった441事業所のうち51事業所（11.6%）となっている。

産業別では、保険・金融業が5事業所のうち3事業所（60.0%）と高い組織率となっている。次いで、運

輸・通信業が44事業所のうち10事業所（22.7%）、その他が28事業所のうち4事業所（14.3%）と比較的高

い組織率となっている。

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

建設業 製造業 運輸・通

信業

保険・金

融業

卸・小売

業、飲食

店

サービス

業

その他

組合組織率 6.5% 12.9% 22.7% 60.0% 13.3% 7.2% 14.3%

（
事
業
所
割
合
）

図3：労働組合組織率

常時10人以上の従業員（臨時・パートを

含む）を雇用する事業所の事業主は、労

働基準法第89条により、就業規則作成

の義務と労働基準監督署への届出義務

があります。

就業規則「あり」は、有効回答のあった441事業所のうち

365事業所（82.8%）となっている。

また、従業員数10人以上の事業所137事業所でみる

と、就業規則「あり」は135事業所（98.5%）となっている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健康保険

年金制度

雇用保険

労災保険

健康診断

賃金規則

送迎バス

95.2%

93.9%

89.3%

90.0%

84.6%

81.8%

6.1%

3.4%

4.8%

9.8%

8.9%

14.5%

16.8%

92.3%

1.4%

1.3%

0.9%

1.1%

0.9%

1.4%

1.6%

図4：各種保険制度の加入状況およびその他の福利厚生
あり なし 無回答

社会保険
78.0%

国民健康

保険
5.4%

建設国保
2.9%

健康保険

組合
8.9%

その他
0%

なし
3.4% 無回答

1.4%

図5：健康保険の内訳（複数回答可）

厚生

年金

89.6%

国民年

金

4.3%

その他

0%

なし

4.8% 無回答

1.3%

図6：年金制度の内訳
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(1)従業員数 (3)障がい者の雇用状況

　

(2)正社員に占める石狩市民の割合（図7）

(4)市内居住者、障がい者、外国人を雇用している事業所の割合（図8）

(5)産業別従業員数（図9）

  2　正規従業員構成

正社員数は5,063人で、男女別では、男性が

4,018人（79.4%）、女性が1,045人(20.6%)となってい

正社員数5,063人に対し、市内居住者の総従業

員数は1,346人で、26.6%の割合となっている。

正社員数5,063人に対し、うち障がい者の従

業員数は51人（うち市内居住者12人）で、全

体の1.03%の雇用率となっている。

また、事業所の規模別にみる雇用数は、従

業員0～4人の事業所では8人、5～9人の事業

所では3人、10～29人の事業所では17人、30

～99人の事業所では18人、100～299人の事

業所では5人となっている。

従業員50名以上を雇用する事業所に限定

すると、総従業員1,684人に対し、障がい者の

従業員は18人で、1.1%の雇用率となっている。

※障害者の雇用の促進等に関する法律により、

常時50人以上の従業員を雇用する事業所には、

2.0％以上障がい者を雇用することが義務付け

られています。

26.6%

73.4%

図7：従業員に占める石狩市民の割合

石狩市民

市外

市内居住者を雇用しているのは、有効回答のあった441事業所のうち293事業所（66.4%）、障がい者

の雇用は30事業所（6.8%）、外国人の雇用は10事業所（2.3%）となっている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外国人の方

障がいをお持ち

の方

市内居住の方

2.3%

6.8%

66.4%

97.7%

93.2%

33.6%

0.0%

0.0%

0.0%

図8：事業所の割合

雇用あり

雇用なし

無回答

サービス業においては、女性の従業員が男性より多いという結果となっている。

0

200

400

600

800

1,000

建設業 製造業 運輸・通信

業

保険・金融

業

卸・小売業

・飲食店

サービス

業

その他

男性 726 1,096 938 18 524 542 174

女性 80 153 87 11 124 546 44

(

人
）

図9：産業別従業員数
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(6)年齢別従業員数（図10）

(1)労働力状況（図11，12）

(2)新規学卒者の採用状況（図13,14,15）

  3　正規従業員の採用・離職状況

平成27年度中に採用された従業員は男性307人女性177人の計484人（うち石狩市民135人）、そのう

ち障がい者の採用は5人（うち石狩市民1人）、外国人の採用は2人（うち石狩市民0人）となっている。

また、同年度中に離職者がいたのは68事業所で、有効回答事業所の15.4%であった。

0

100

200

建設業 製造業 運輸・…保険・金融業卸・小売業、…サービス業 その他

53

96 93

0

41

188

1313 20 7 0 3
22 3

( 

人)

図11：産業別労働力状況（平成27年度） 新規採用者数 離職事業所数

0
10
20
30
40
50
60
70
80

建設業 製造業 運輸・…保険・金融業卸・小売業、…サービス業 その他

76

38

54

2

17

52

10
( 

人)

図12：産業別労働力状況（平成29年度） 新規採用予定者数

平成27年度に新規学卒者「採用」の事業所は、有効回答事業所の37.4%となっている。採用者の内訳

は、中卒15名、高卒224名、短大・専門卒51名、大卒79名、その他（専修含）卒31名となっている。

また、平成29年度の新規学卒者「採用予定」の事業所は、有効回答事業所の20.2%となっている。採用

者予定者の内訳は、中卒10名、高卒93名、短大・専門卒10名、大卒42名、その他（専修含）卒7名となっ

ている。

0
20
40
60
80

100
120
140

中卒 高卒短大・専門卒大卒 その他

11

162

36

62

84

62

15 17 23

( 

人)

図13：新卒者採用状況（平成27年度）

男性

女性

0

20

40

60

80

100

中卒 高卒短大・専門卒大卒 その他

10

85

7

36

30
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（人
）

図14：新卒者採用予定状況（平成29年度）

男性

女性

0

200

400

600

800

1,000

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

男性 201 730 1,259 1,057 619 152

女性 86 215 332 245 145 22

(

人
）

図10：年齢別従業員数

建設業 製造業 運輸・通信業 保険・金融業 サービス業 その他

建設業 製造業 運輸・通信業 保険・金融業 サービス業 その他

卸・小売業、

飲食店

卸・小売業、

飲食店
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(3)採用なしの理由（図16,17）

　4　新規学卒採用者の離職数について（図18,19）　

現状維

持

86.6%

業績不

振
3.3%

経営の

合理化

1.9%

その他

8.2%

図16：平成27年度採用なしの理由

現状維

持

89.5%

業績不

振 2.1%

経営の

合理化

1.2%

その他

7.2%

図17：平成29年度採用なしの理由
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44

95 93

0

36
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12

55

31 30

2
12 17

5

（人
）

図15：産業別新規学卒者採用状況（産業別） 平成27年度 平成29年度(予定)

平成25年4月1日から平成28年3月31日までの3年間に新規学卒者を採用したのは、有効回答のあっ

た441事業所のうち239事業所で全体の54.2%、このうち平成25年4月1日から平成28年3月31日までに

離職者がいたのは67事業所で離職率は28.0%であった。

図18：中卒・高卒

図19：高専・短大・大卒

6.3%

93.7
%

1年目で離職なし

1年目で離職あり

9.2%

90.8

%

2年目で離職なし
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8.4%

91.6
%

3年目で離職なし

3年目で離職あり

5.4%

94.6
%

1年目で離職なし

1年目で離職あり

4.2%

95.8
%

2年目で離職なし

2年目で離職あり

4.6%

95.4
%

3年目で離職なし

3年目で離職あり
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(1)雇用状況（図20,21）

(2)1人あたりの平均月額賃金（図22）

(3)1人あたりの平均時間賃金（図23）

　5　非正規従業員（アルバイト・パート・季節労働者・派遣労働者・契約社員）

非正規労働者の雇用をしているのは、有効回答のあった441事業所のうち254事業所（57.6%）で、従

業員数は男性928人、女性1537人の計2,465人となっている。

雇用形態の内訳は、アルバイトが224人（男性127人、女性97人）、パートが1,340人（男性281人、女

性1,059人）、季節労働者が315人（男性168人、女性147人）、派遣社員が69名（男性48人、女性21

人）、契約社員が517人（男性304人、女性213人）となっている。

産業別にみると、男性は大きな偏りはなかったが、女性は、サービス業に大きく偏った。

男性
37.6%

女性

62.4%

図21：従業員の男女割合

あり

57.6%

検討中

1.8%

なし

40.4%

無回答

0.2%

図20：雇用の有無

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

アルバイト パート 季節社員 派遣社員 契約社員

事務職 82,960 77,622 121,060 85,159 164,576 95,357 205,000 195,287 207,920 161,680

技術職 110,917 35,000 118,190 98,649 286,222 0 336,667 192,333 212,732 164,655

労務職 128,160 92,378 103,580 84,202 256,488 131,774 119,906 190,215 194,269 151,676

図22：１人あたりの平均月額賃金（単位：円）

0

500

1,000

1,500

2,000

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

アルバイト パート 季節社員 派遣社員 契約社員

事務職 1,356 847 928 880 830 846 1,300 1,350 1,416 987

技術職 1,335 1,660 1,070 1,104 1,500 0 1,599 1,900 1,752 1,038

労務職 1,411 799 905 842 2,262 917 1,218 1,125 1,555 943

図23：１人あたりの平均時間賃金（単位：円）

－

－
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(4)就労状況等（図24）

(5)雇用理由（図25）

(6)業務内容（図26） (7)就業規則（図27）

(8)雇用条件明示（図28）

非正規労働者の雇用理由としては、「人出が必要な時間帯がある」（86事業所）が最も多く、次いで

「人件費が割安」（71事業所）が多かった。 そのうち、その他の理由としては、「再雇用」（9事業所）、次

いで、「本人の希望」（7事業所）という理由が多かった。

14.6% 28.0%

18.9%
21.7%33.9%

18.1%
3.9%

12.2%

図25：雇用理由（複数回答）

雇用人員調整が容易

人件費が割安

一般労働者の採用が困難

季節的繁忙を補う

人手が必要な時間帯がある

単純作業が多い

福利厚生費がかからない

その他

正社員と

同じ
31.5%

正社員の

補助
45.3%

独立した

仕事
18.8%

その他
4.4%

図26：業務内容

あり
78.0%

なし
22.0%

図27：就業規則

0:00
1:12
2:24
3:36
4:48
6:00
7:12
8:24

男性 女性

１日の平均実労働状

況（分）

6:15

5:37

6:19
5:31

7:36
6:09

7:59

7:447:55 7:33

アルバイト パート

季節社員 派遣社員

契約社員

0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0

男性 女性

１週の平均就労日数

（日）

4.1 4.1 4.2 
4.6 

5.5 

4.2 
4.9 

5.1 4.9 5.0 

アルバイト パート

季節社員 派遣社員

契約社員

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0

男性 女性

平均在職期間（月）

41.3 39.9 

62.5 
69.4 62.7 

56.0 

14.6 16.6 

83.1 81.4 

アルバイト パート

季節社員 派遣社員

契約社員

すべて書

面で明示
69.7%

すべて口

頭のみ
9.1%

主要な項

目のみ書

面で明示
10.6%

特にない
6.7%

無回答
3.9%

図28：雇用条件の明示
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(9)福利厚生（図29）

(１)雇用の有無（図30,31）

(2)産業別雇用割合（図32）

  7　国の給付金活用（図33,34）

  6　家族従業員

72.4%

53.9%
54.3%

15.0%

58.3%

21.7%
30.3%

59.1%
54.7%

62.6% 63.8%

26.8%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
（事
業
所
割
合
）

図29：労働条件（複数回答） 雇用保険の適用がある

厚生年金の適用がある

健康保険の適用がある

退職金制度がある

有給休暇がある

定期昇給がある

賞与がある

定期健康診断がある

事務服・作業服がある

時間外手当がある

通勤手当がある

その他手当がある

活用して

いる
12.5%

活用して

いない
63.9%

制度が分

からない
15.2%

無回答
8.4%

図33：雇用維持の奨励金

活用して

いる
9.8%

活用して

いない
64.4%

制度が

わからな

い
17.2%

無回答
8.6%

図34：雇入れ等の奨励金

家族従業員を雇用しているのは、有効回答のあった441事業所のうち79事業所（17.9%）となってい

る。従業員5人未満の事業所に限定すると、225事業所のうち43事業所（19.1%）となっている。

雇用して

いる
17.9%

雇用して

いない
73.7%

無回答, 
8.4%

図30：家族従業員を雇用している事業所

雇用して

いる
19.1%

雇用して

いない
70.2%

無回答, 
10.7%

図31：家族従業員を雇用している従業員

5人未満の事業所

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

建設業 製造業 運輸・… 保険・金融業 卸・小売業、…サービス業 その他

29.6%

17.1%

13.6%

0.0%

16.0%

11.7%
14.3%

（
事
業
所
割
合
）

図32：産業別家族従業員雇用割合

建設業が高かった。製造業、運輸・通信業、卸・小売・飲食店、サービス業、その他については、ほぼ同

程度の割合であった。また、保険・金融業は、いなかった。。

建設業 製造業 運輸・通信業 保険・金融業 サービス業 その他
卸・小売業、

飲食店
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   8　賃金・諸手当
(１)賃金
①基本給（図35）

②初任給（図36,37）

※ここからは、従業員５名以上の事業所のみを対象とした調査結果です

最終学歴別平均初任給額は、いずれも男性が女性を上回っていた。産業別平均初任給額におい

ても、いずれも男性がを上回っていた。なお、保険・金融業、その他は、男女の平均初任給額の差が

小さかった。

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

中学卒 高校卒 短大・専門卒 大学卒

男性 163,008 163,395 170,420 187,104

女性 149,848 154,619 162,450 177,788

（円
）

図36：最終学歴別平均初任給額

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

基本給／男性 186,122 220,793 266,036 304,495 304,271 230,271

基本給／女性 164,618 178,372 204,767 219,582 209,063 196,547

人数／男性 158 556 1,020 834 479 92

人数／女性 59 152 208 151 62 5

0

200

400

600

800

1,000

1,200

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000（円
）

（人）図35：年齢・男女別基本給および人数

基本給は、男性・女性ともに45～54歳が最も高かった。

人数は、男性・女性ともに35～44歳が最も多かった。

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

建設業 製造業 運輸・通

信業

保険・金

融業

卸・小売

業、飲食

店

サービス

業

その他

男性 185,315 171,315 191,834 158,300 174,353 160,062 158,300

女性 174,348 167,441 164,288 155,630 162,313 157,826 153,630

（円
）

図3７：産業別平均初任給額
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(2)諸手当
①家族手当（図38）

②住宅手当（図39）

③通勤手当（図40）

家族手当「支給あり」は、有効回答のあった216事業所のうち116事業所（53.7%）となっている。

また、「支給あり」と回答のあった116事業所の平均支給額は、配偶者が9,566円、第１子が4,687円、

第２子が4,294円、第３子が4,133円、父母が3,469円となっている。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

建設業 製造業 運輸・通信

業

保険・金融

業

卸・小売

業、飲食

店

サービス

業

その他

配偶者 9,500 10,466 9,342 10,000 13,423 8,778 12,422

第１子 3,824 4,341 4,357 5,000 5,150 5,656 5,722

第２子 3,412 3,992 3,857 5,000 5,167 5,367 4,944

第３子 3,464 3,885 2,545 5,000 5,714 5,577 4,444

父母 3,500 3,800 1,500 2,500 3,200 3,889

（
円
）

図38：産業別家族手当

住宅手当「支給あり」は、有効回答のあった216事業所のうち94事業所（43.5%）となっている。

また、「支給あり」と回答のあった94事業所の平均支給額は、持ち家手当15,455円、借家手当で16,900

円となっている。
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10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

建設業 製造業 運輸・

通信業

保険・金

融業

卸・小売

業、

飲食店

サービス

業

その他

15,714 

18,400 

12,640 

0 

19,111 

17,462 

7,222 

15,500 17,867 15,640 

27,500 

19,000 
15,533 16,063 

（
円
）

図39：産業別住宅手当

持ち家

借家

通勤手当「支給あり」は、有効回答のあった216事

業所のうち182事業所（84.3%）となっている。

なお、その他の内容は、「社内規定による」、「距

離に応じて」、「現物支給」等があった。

実費支

給, 

35.7%

定額支

給, 

41.8%

その他, 

15.4%

無回答, 

7.1%

図40：通勤手当の支給方法
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③時間外手当（図41）

④燃料手当（図42）

(3)一時金（図43,44,45,46）

燃料手当「あり」は、有効回答のあった216事業所のうち97事業所（44.9%）となっている。また、「手当あ

り」と回答のあった97事業所の平均支給額は、全有効回答事業所の1ヶ月の平均支給額（１ヶ月の灯

油換算）は「世帯主」が21,895円、「準世帯主」が13,422円、「非世帯主」が9,053円となっている。
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20,000
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建設業 製造業 運輸・
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保険・金融
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卸・小売

業、

飲食店

サービス業 その他

21,416 23,343 
24,227 

28,800 

16,965 

20,732 
19,733 

12,260 

16,771 

7,762 

14,400 
11,219 

13,849 
10,938 

10,040 10,839 
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7,200 8,886 

8,131 
7,396 

(

円)

図42：産業別燃料手当

世帯主

準世帯主

非世帯主

時間外手当「支給あり」は、有効回答のあった

216事業所のうち188事業所（87.0%）となっている。

なお、その他の内容は、「割増30％」、「割増

27％」等があった。

法定

25％

80.3%

定額支

給

12.8%

その他

3.2%

無回答

3.7%

図41：時間外手当の支給方法
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決算手当

63.4%

67.6%

28.3%

27.8%

23.6%

62.0%

8.8%

8.8%

9.7%

図43：一時金支給状況 あり
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50.0%

77.8%

48.4%
33.3%

62.1%
63.6%

100.0%

61.4%

77.8%

54.8%

33.3%

65.5% 68.2%

90.9%

43.2%

25.9% 22.6%

0.0%

20.7% 22.7%
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(
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図44：産業別一時金支給事業所割合

夏期手当

年末

期末

夏期手当「支給あり」は、有効回答のあった216

事業所のうち137事業所（63.4%）、年末手当「支

給あり」は146事業所（67.6%）、決算手当「支給あ

り」は61事業所（28.2%）となっている。

この支給額の平均は、夏期手当が1.44ヶ月

292,524円、年末手当が1.91ヶ月383,185円、決算

手当が1.29ヶ月261,388円となっている。
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   9　定年・退職金制度

(1)定年制度の有無（図47）

定年制度「あり」は、有効回答のあった216事業のうち171事業所（79.2%）、定年制度「なし」は28事業所

（13.0%）、定年制度「廃止を検討」は1事業所（0.5%）、無回答は16事業所（7.4%）であった。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

運輸・通信業

保険・金融業

卸・小売業、飲食店

サービス業

その他

68.3%

90.6%

89.7%

100.0%

92.6%

86.1%

100.0%

31.7%

9.4%

10.3%

0.0%

7.4%

13.9%

0.0%

図47：産業別定年制度の有無 あり なし
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図45：産業別一時金支給率

夏期手当

年末手当

決算手当

0

100,000

200,000

300,000

400,000

建設業 製造業 運輸・

通信業

保険・金

融業

卸・小売

業、

飲食店

サービス

業

その他

夏期手当 262,497 298,219 274,007 400,000 251,660 297,064 390,540

年末手当 322,404 433,019 337,746 400,000 409,779 345,906 488,817

決算手当 268,449 365,463 157,548 0 500,927 157,933 200,896

（
円
）

図46：産業別一時金支給額
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(2)定年年齢について（図48）

(3)法改正を受けての雇用確保措置の取り組み（図49,50）
　　

(4)退職金制度、活用状況（図51）

高年齢者雇用安定法の改正により、平成25年4月1日から、①定年を65歳まで引き上げる、②継続雇用制度の

導入、③定年制度の廃止の3つの措置のうちいずれかを導入し、希望する労働者を65歳まで雇い入れることが

事業主に義務付けられました。

行った
61.6%

行ってい

ない
8.8%

検討中
8.8%

その他
0.5%

無回答
20.3%

図49：雇用確保措置の導入

49歳以下

0%

50～55

歳

0%56～59

歳

0.6%

60歳

67.8%

61～

65歳

14.0%

65歳以

上

15.8%

無回答

1.8％

図48：雇用確保措置の導入

定年制度「あり」と回答した171事業所のうち、

60歳を定年年齢としていたのは116事業所

（67.8%）と最も多く、次いで65歳以上が27事業所

（15.8%）、61～65歳は、24事業所（14.0%）、無回

答3事業所（1.8%）であった。

なお、49歳以下、50～55歳の定年年齢を定め

た事業所は、0であった。

定年６５

歳へ引き

上げ
15.0%

継続雇用

制度の導

入 84.2%

定年制度

の廃止
0.8%

図50：導入した制度の内容

退職金制度「あり」と回答した216事業所のうち165事業所（76.4%）となっている。そのうち複数の制度

を利用しているのは、退職金制度「あり」のうち27事業所（16.4%）となっている。

なお、その他制度としては、「確定給付年金」、「さぽーとさっぽろ」等となっている。

0

10

20

30

40

50

60

70

80

自社制度 中小企業
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金

共済制度
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その他

事業所数 63 74 17 13 5 13 16
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事
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図51：退職金制度の活用状況
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(1)週休2日制度の実施状況（図52）

(2)祝祭日（図53）

(3)各種休暇制度（図54）

 10　休日・休暇

週休2日制「実施」は、有効回答のあった216事業所のうち「あり」が151事業所（69.9%）であった。このうち

完全週休は59事業所（39.0%）、隔週は40事業（26.5%）、月1～3回は43事業所（28.5%）、実施であるが無回答

は9事業所（6.0%）であった。

祝祭日の休み「あり」は、有効回答のあった216事業所のうち167事業所（77.3%）、休み「なし」は32事

業所（14.8%）、無回答は17事業所（7.9%）となっている。

完全週休２日

39.0%

隔週

26.5%

月３回

6.0%

月２回

13.9%

月１回

8.6%

「実施」だが内容

無回答

6.0%

図52：週休２日制の実施状況

全部休日

57.9%
一部休日

18.5%

休み「あり」だが内容

無回答

0.9%

無休

14.8%

無回答

7.9%

図53：週休２日制の実施状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

結婚休暇

病気休暇

忌引休暇

生理休暇

育児休暇

介護休暇

年末年始

ＧＷ

夏季休暇

冬季休暇

その他

73.2%

51.5%

88.7%

47.4%

64.4%

55.7%

86.1%

50.0%

64.4%

21.6%

13.4%

26.8%

48.5%

11.3%

52.6%

35.6%

44.3%

13.9%

50.0%

35.6%

78.4%

86.6%

図54：各種休暇制度 あり なし

休暇制度「あり」は、有効回答のあった216事業所のうち194事業所（89.8%）であった。このうち、忌引

休暇172事業所（88.7%）と最も多く、次いで年末年始167事業所（86.1%）、結婚休暇142事業所（73.2%）、

育児休暇、夏季休暇125事業所（64.4%）と続いた。
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(4)年次有給休暇（図55,56）

(1)所定労働時間（図57）

(２)時間外労働時間（図58）

 11　労働時間　

有効回答のあった216事業所のうち、1日の所定労

働時間の平均は7時間43分、1週間の所定労働時

間の平均は39時間56分となっている。

労働基準法第32条により「使用者は労働者に

休憩時間を除き、1週間について40時間を超え

て労働させてはならない。」とされています。（同

法36条所定の協定を届け出ている場合はこの

建設業 製造業
運輸・

通信業

保険・金

融業

卸・小売

業、

飲食店

サービス

業
その他

1日 7:42 7:42 7:55 7:58 7:54 7:46 7:35

1週 41:32 39:47 40:16 39:47 40:14 39:32 39:44

36:00
37:00
38:00
39:00
40:00
41:00
42:00

7:30
7:35
7:40
7:45
7:50
7:55
8:00

（時
間
）

図57：産業別所定労働時間

11:49

14:59

21:47

6:50

12:02

8:38

13:58

0:00

6:00

12:00

18:00

24:00

建設業 製造業 運輸・

通信業

保険・金融業 卸・小売業、

飲食店

サービス業 その他

図58：時間外平均時間

時間外労働「あり」は、有効回答のあった216事業所のうち168事業所（77.8%）となっている。

また、時間外労働「あり」の168事業所のうち１ヶ月平均時間外労働時間（１人あたり）は、14時間00

分となっている。

年休制度「あり」が、有効回答のあった216事業所のうち184事業所（85.2%）、年休制度「なし」が10事業所

（4.6%）、無回答22事業所（10.2%）となっている。

10日未

満

9.2%

10日～

15日

18.5%

16日～

20日

46.2%

21日以

上

20.1%

無回答

6.0%

図55：１人平均付与日数

10日未

満
60.3%

10日～

15日
21.7%

16日～

20日

8.2%

21日以

上

1.6%

無回答

8.2%

図56：１人平均取得日数
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(3)労働時間短縮のための取り組み（図59）

(1)育児休業制度（図61,62）

(2)介護休業制度（図61,62）

(3)子の看護休暇制度（図61,62）

 13　就業援助制度　

 12　福利厚生制度（図60）

制度｢あり｣は、有効回答のあった216事業所のうち140事業所（64.8%）、制度「なし」は56事業所

（25.9%)、無回答は20事業所（9.3%）となっている。

また、制度を利用した人数は28人で、女性28名となっており、男性の利用者はいなかった。取得期間

は、2ヶ月以下が1名、6～12ヶ月未満が16名、1年以上11名となっている。

制度｢あり｣は、有効回答のあった216事業所のうち120事業所（55.6%）、制度｢なし｣は75事業所

（34.7%）、無回答は21事業所（9.7%）となっている。

また、有効回答のあった216事業所のなかに制度を利用した者はいなかった。

福利厚生制度「あり」は、有効回答のあった216事業所のうち195事業所（90.3%）、「なし」は3事業所

（1.4%）、「無回答」は18事業所（8.3%）となっている。

21.8%

79.6%
87.0%

15.3%

36.6%
26.4%

1.9%
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%（事
業
所
割
合
）

図60：福利厚生制度（複数回答）

資金貸付制度

慶弔見舞金

健康診断

福利厚生施設

レクリエーショ

ン

22.2%
16.7%

26.9%

7.4%

44.9%

2.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%（事
業
所
割
合
）

図59：労働時間短縮のための取り組み（複数回答）

週休２日制の実施

休日の増加

年休の取得促進

所定労働時間の短縮

労働時間短縮のための取り組み「あり」は、有効回答のあった216事業所のうち147事業所（68.1%）となっ

ている。「その他」の内容は、「ノー残業デーを定める」「作業効率化」等があった。

制度｢あり｣は、有効回答のあった216事業所のうち100事業所（46.3%）、は、制度｢なし｣は97事業所

（44.9%）、無回答は19事業所（8.8%）となっている。

また、有効回答のあった216事業所のなかに制度を利用した者はいなかった。
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(4)事業所内保育施設の整備（図63）

(5)女子再雇用制度（図64,65）

事業所内保育所「設置済み」は、有効回答のあった

216事業所のうち2事業所（0.9%）で、設置「予定あ

り」の3事業所（1.4%）となっている。

設置済

み

0.9%

設置予

定あり

1.4%

設置予

定なし

85.7%

無回答

12.0%

図63：事業所内保育施設の整備

制度「あり」は、有効回答のあった216事業所のうち

49事業所（22.7%)となっている。

また、産業別に見ると、サービス業、運輸・通信業

が高かったが、それ以外の業種にはあまり差はな

かった。

あり
22.7%

なし（導

入予定あ

り） 2.3%

なし（導

入予定な

し） 61.6%

無回答
13.4%

図64：女子再雇用制度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業制度

介護休業制度

子の看護休暇制度

64.8%

55.6%

46.3%

1.9%

0.9%

2.8%

22.2%

28.7%

39.4%

1.8%

5.1%

2.7%

9.3%

9.7%

8.8%

図61：就業援助制度の有無

あり なし（導入予定あり） なし（導入予定なし） なし（導入予定は無回答） 無回答

0.0%

50.0%

100.0%

建設業 製造業 運輸・

通信業

保険・金融

業

卸・小売

業、

飲食店

サービス

業

その他

34.1%

75.9% 67.7% 66.7%
75.9%

63.6%

100.0%

29.5%

68.5%
61.3%

66.7%

55.2% 54.5%

81.8%

29.5%
44.4%

45.2%

66.7%

48.3% 56.8%

72.7%

(

事
業
所
割
合)

図62：産業別就業援助制度導入割合

育児休業

介護休業

子の看護休暇
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(6)両立支援助成制度（図66） (7)障害者差別解消法（図67）

(8)一般事業主行動計画（図68,69）

①一般事業主行動計画の策定義務（図68） ②一般事業主行動計画の対応状況(図69)

101人以上の労働者を雇用する事業主は、一

般事業主行動計画を策定し、各労働局に届

け出る義務があります。

有効回答のあった216事業所のうち、策定義

務の対象となる101名以上雇用している該当5

事業所のうち、すべての事業所が「知ってい

る」との回答だった。

知ってい

る 26.1%

知らない
31.9%

無回答
42.0%

図68：策定義務について（全体）

「知っている」と回答した5事業所のうち、「策

定済」が3事業所、「策定予定なし」が2事業所

となっている。

策定済
46.8%

策定予定

あり 5.1%

策定予定

なし
38.0%

検討中
7.6%

無回答
2.5%

図69：対応状況について

（知っている事業所）

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

建設業 製造業 運輸・

通信業

保険・金融業卸・小売業、

飲食店

サービス業 その他

20.5% 18.5%

38.7%
33.3%

27.6%

63.6%

27.3%

（
事
業
所
割
合
）

図65：産業別女子再雇用制度導入割合

両立支援制度とは・・・仕事と家庭の両立を

図るための助成制度のこと。

例、両立支援助成金、中小企業両立支援助

成金など

知ってい

る, 32.9%

知らない, 
57.4%

無回答, 
9.7%

図66：両立支援助成制度

「不当な差別的取扱禁止」（正当な理由なく、

障害を理由として差別することを禁止）と「合

理配慮の提供」（障害のある人が、社会の中

にあるバリアの対応を必要としている意思が

伝えられたとき、負担が重過ぎない範囲で対

応に努めること）

知ってい

る
53.2%

知らない
36.1%

無回答
10.7%

図67：障害者差別解消法

－１９－



  14　男女雇用機会均等・男女共同参画等　

(1)法改正による雇用管理の見直し（図70）
 

(2)役職付きの女性職登用状況（図71） (3)セクハラ防止対策（図72）

 

有効回答のあった216事業所のうち、セクハラ

防止対策「あり」は112事業所（51.9%）、「なし」

は79事業所（36.6%）、無回答は25事業所

（11.6%)となっている。

また、セクハラ防止対策「なし」79事業所のう

ち、「導入予定あり」は11事業所（13.9％）、「導

入予定なし」は66事業所（83.5%）、無回答は2

事業所（2.5%）となっている。

周知・啓発
38.4%

相談窓口

設置
47.3%

就業規則

等の規定
72.3%

その他
2.7%

図72：セクハラ防止対策（複数回答）

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

役員 部長相当

職

課長相当

職

係長相当

職

14.2%
12.7% 12.7%

17.9%

（登用率）

図71：女性の管理職登用状況

全管理職1,102名のうち、女性の割合は158

名（14.3%)となっている。

また、従業員50名以上の比較的規模の大き

い事業所に限ると、管理職203名のうち女性の

割合は38名（18.7%）となっている。

行った
48.2%

行っていない
23.1%

検討している
13.4%

無回答 15.3%
図70：雇用管理の見直し

平成18年に雇用機会均等法の大きな改正がありました。主な内容は、①差別禁止規定の強化、②

妊娠・出産等を理由とする不利益取り扱いの禁止、となっています。
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 15　男女雇用機会均等・男女共同参画等　小規模事業者経営状況等について
(1)現在の経営状況（図73）

(2)経営課題・情報入手方法（図74,75）

※ここからは、従業員５名以下の事業所のみを対象とした調査結果です

有効回答のあった174事業所

のうち、「大変順調」「まあまあ

順調」は26事業所(14.9%)、「普

通」は82事業所(47.1%)、「やや

苦しい」「苦しい」は66事業所

(38.0%)となっている。

有効回答のあった174事業所のうち、経営課題については、「需要や顧客の減少への対応」(53.4%)が

最も高く、次いで「人材・経営」(47.7%)となっている。

情報入手方法については、「取引先」(43.1%)が最も高く、次いで「同業者」(39.7%)、「税理士・会計士」

(36.8%)となっている。（複数回答）

大変順調, 
1.1% まあまあ順調, 

13.8%

普通, 47.2%

やや苦しい, 
25.9%

大変苦しい, 
12.1%

図73：経営状況について

需要や顧客の減少への対応

商品・ サービス

技術開発

生産

人材・ 経営

資金調達

その他

53.4%

12.1%

16.7%

9.2%

47.7%

22.4%

2.3%

図74：経営課題

（有効回答事業所に占める割合）

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

従業員

顧客

取引先

金融機関

税理士・会計士

行政

商工会議所

同業者

家族・友人・知人

インターネット

その他

図75：情報入手方法

（有効回答事業所に占める割合）
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